


　草案では、「新しい憲法を制定」と明記し、前

文をすべて書きかえています。

　しかも、「政府の行為によって再び戦争の惨

禍が起ることのないようにすることを決意」

とし、侵略戦争の反省を宣言した部分を消し

去っています。

　一方で、「帰属する国や社会を愛情と責任感

と気概をもって自ら支え守る責務」をかき込み、

国民への「お説教憲法」の性格を色濃く示して

います。

２

　　　　憲法「改正」を主張する人たちは、「他国か

　　　　ら攻められたときに、軍隊がなくて誰が国

民を守ってくれるのか」という議論をします。

　しかし、実際に世界地図をひろげて、日本の周辺

諸国を見渡してみましょう。今の時代、韓国、中国、

ロシアなどが日本を攻めてくると考える人はまず

いないでしょう。

　北朝鮮脅威論が持ち出されますが、北朝鮮が一方

的に日本に侵略してくることが現実問題として想

定できるでしょうか。

　日本は、02年9月17日、北朝鮮との間で日朝平壌宣

言に合意し、03年8月から始まった北朝鮮の核問題

の関する六か国協議でも、平和的解決に向けて外交

努力が続けられています。東南アジア諸国連合（Ａ

ＳＥＡＮ）の友好協力条約には、03年には中国、イン

ド、そして日本も加盟を決め、アジア諸国間では、相

互信頼のもとに、戦争を起こさない平和の枠組み作

りが進んでいます。

　「軍事よりも外交と対話」が、いまの国際社会の大

きな流れではないでしょうか。「憲法9条」を国際社

会でも活かす努力こそ、日本政府に求められている

のです。

Ａ

Ｑ１ 外国から攻撃されたとき、現行憲法では不安ですが…

国際社会の流れは「軍事よりも外交と対話」

　　　　日本の国際的役割について、「日米同盟を

　　　　重視し、日本がアメリカに協力することが

国際協調であり、日本の国益にも適う」という言い

方がされることがあります。

　しかし、アメリカに協力することが国際協調だと

いうのは、狭すぎる考えではないでしょうか。アメ

リカがおこなう戦争への協力を軍事行動にまで広

げることが、本当に国益に適うのか、冷静な議論が

必要です。

　また、「内戦や紛争に苦しむ国々に対して、国連と

して軍事的対応が必要なときに日本が何もしない

でいいのか」と、国連中心の国際協調を理由に憲法9

条を変えるべきだという議論もあります。

　戦争放棄を掲げる憲法を持つ日本は、国連加盟の

段階で、武力に代わる平和の維持、発展を提案し、そ

の実現に向けた努力を表明しています。内紛や紛争

が起きた場合、医療、食糧の供給、福祉、環境などの

支援をはじめ、人びとの生活や産業の基礎となる水

道、道路、電気などに関する技術の提供などさまざ

まな支援が必要になります。軍事的な対応だけが国

際協調とはなりません。

Ａ

「よくある質問」に答えて何をねらう！自民党改憲草案
　自民党は10月28日、新憲法起草委員会（委員長・森喜朗前首相）の全体会議と政調審

議会、総務会を相次いで開き、「新憲法草案」を決定しました。戦後はじめて、政権党が

改憲案をまとめたことで、憲法改悪の動きは新たな段階に入ることになります。

憲法前文をすべて書きかえ　自民党「新憲法草案」のポイント

◆前文から侵略戦争への反省、平和的生存権

　を削除、「国・社会」支え守る責務

◆戦力不保持と交戦権否認の九条二項を削除。

　自衛軍の保持、軍事裁判所の設置を明記

◆自衛軍は自衛のほか「国際的に協調して行

　われる活動」に参加

◆「公益」「公の秩序」で人権を制約

◆国民のプライバシー､知る権利､環境権など

　は政府の努力規定にとどめる内容

◆内閣総理大臣への権限集中も規定

◆憲法改正の要件を緩和し、段階的連続改憲

　を目指す内容

　草案では、「第2章・戦争の放棄」を「第2章・安

全保障」と改め、9条1項（戦争放棄）を「継承」す

るかのような装いをとりつつ、「戦力不保持」

と「交戦権否認」を定めた２項を削除しました。

そして、「9条の２」を新設し、自衛軍（戦力）を

持つことと、国外での自衛軍の活動を明記し

ています。

　これまでは9条2項が「歯止め」になり、自衛

隊のイラク派兵にもみられるように「海外で

の武力行使」はできませんでした。その壁を取

りはらうのが「草案」の内容です。

最大の狙いは９条２項

　国民の基本的人権とかかわっても、草案は

重大な書きかえを行っています。権利と権利

のぶつかり合いを調整する意味、とされてき

た「公共の福祉」を、国を含む「公」と私人国民

との関係調整を意味する「公益及び公の秩序」

にすべて書きかえています。これでは、「国家

が認める範囲内での国民の自由と権利」とな

りかねません。

国民の基本的人権の制約も

　草案では、「内閣総理大臣は行政各部を指導する」とした総理大臣の権限

強化や、国会の議決なしの予算執行を内閣に認める規定、自治体運営にか

かわる財政は住民が負担義務を負うとする規定など、進められている「構

造改革」を憲法規定として恒久化する内容も含まれています。

　憲法改正については、国会の発議要件を衆参それぞれ過半数（現行三分

の二以上）の賛成とするなど緩和を規定し、今後の改定を容易にしています。

「構造改革」型の改憲事項も

３

軍隊でなくてもできる支援、日本ができる支援はたくさんある

Ｑ２ 国際的な役割を果たすには、軍事的な協力が必要では？




	kenpou1.pdf
	kenpou2.pdf
	kenpou3.pdf

